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群馬県宅地造成等規制法施行細則の一部を改正する規則新旧対照表 

 

改正後 改正前 

○群馬県宅地造成及び特定盛土等規制法施行細則 ○群馬県宅地造成     等規制法施行細則 

昭和四十三年一月三十一日規則第六号 昭和四十三年一月三十一日規則第六号 

改正 改正 

平成 六年 三月三一日規則第四四号 平成 六年 三月三一日規則第四四号 

平成一二年 三月三一日規則第八八号 平成一二年 三月三一日規則第八八号 

平成一七年 三月三一日規則第四四号 平成一七年 三月三一日規則第四四号 

平成一八年一〇月一八日規則第八九号 平成一八年一〇月一八日規則第八九号 

令和 三年 三月 二日規則第二〇号 令和 三年 三月 二日規則第二〇号 

令和 四年 三月三一日規則第三四号 

令和 七年 五月二十六日規則第  号 

令和 四年 三月三一日規則第三四号 

群馬県宅地造成等規制法施行細則をここに公布する。 群馬県宅地造成等規制法施行細則をここに公布する。 

群馬県宅地造成及び特定盛土等規制法施行細則 群馬県宅地造成      等規制法施行細則 

（趣旨） （趣旨） 

第一条 この規則は、宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和三十六年法律

第百九十一号。以下「法」という。）、宅地造成及び特定盛土等規制法

施行令（昭和三十七年政令第十六号。以下「政令」という。）及び宅地

造成及び特定盛土等規制法施行規則（昭和三十七年建設省令第三号。以

下「省令」という。）の施行について必要な事項を定めるものとする。 

第一条 この規則は、宅地造成      等規制法（昭和三十六年法律

第百九十一号。以下「法」という。） 宅地造成      等規制法

施行令（昭和三十七年政令第十六号。以下「政令」という。）及び宅地

造成      等規制法施行規則（昭和三十七年建設省令第三号。以

下「省令」という。）の施行について必要な事項を定めるものとする。 

（定義） （新設） 

第二条 この規則において使用する用語は、法、政令及び省令において使

用する用語の例による。 

 

（証明書等の様式） （証明書等の様式） 

第三条 法第七条第一項（法第二十四条第二項及び第四十三条第二項にお

いて準用する場合を含む。）に規定するその身分を示す証明書は、国土

交通省の所管する法律の規定に基づく立入検査等の際に携帯する職員の

身分を示す証明書の様式の特例に関する省令（令和三年国土交通省令第

第二条 法第六条第一項（法第十八条第二項           にお

いて準用する場合を含む。）に規定するその身分を示す証明書は、国土

交通省の所管する法律の規定に基づく立入検査等の際に携帯する職員の

身分を示す証明書の様式の特例に関する省令（令和三年国土交通省令第
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六十八号）別記様式の例によるものとする。 六十八号）別記様式の例によるものとする。 

２ 法第七条第二項に規定する知事の許可証は、立入許可証（別記様式第

一号）とする。 

２ 法第六条第二項に規定する知事の許可証は、  許可書（別記様式第

二号）とする。 

（許可の申請） （新設） 

第四条 法第十二条第一項又は第三十条第一項の許可を受けようとする者

は、当該許可に係る工事の施行区域を工区に分けたときは、省令第七条

第一項第一号若しくは第二項第一号又は第六十三条第一項第一号若しく

は第二項第一号の規定により添付する図面に、当該工区の位置、区域及

び規模を明示しなければならない。 

 

 （許可申請書の添付書類） （許可申請書の添付書類） 

第五条 次の各号に掲げる書類は、当該各号に定める様式によるものとす

る。 

 一 省令第七条第一項第五号に掲げる書類 別記様式第二号 

 二 省令第七条第一項第十号及び第二項第八号に掲げる書類 別記様 

式第三号 

 三 省令第七条第一項第十一号及び第二項第九号に掲げる書類 別記様

式第四号 

２ 省令第七条第一項第十二号及び第二項第十号並びに第六十三条第一項

第二号及び第二項第二号の規則で定める書類は、次に掲げる書類とする。 

 一 宅地造成等に関する工事の施行に係る地図（不動産登記法（平成十

六年法律第百二十三号）第十四条第一項に規定する地図）の写し又は地

図に準ずる図面（同法同条第四項に規定する図面をいう。）の写し 

 二 宅地造成等に関する工事の施行区域内の土地の登記事項証明書 

 三 工事主の資力及び信用に関する申告書（別記様式第五号） 

 四 工事施行者の能力に関する申告書（別記様式第六号） 

 五 排水施設を設置する場合、排水施設の設計に係る書類 

 六 土地の求積図 

 七 擁壁を設置する場合、擁壁の展開図 

第三条 法第八条第一項本文の規定による宅地造成に関する工事（以下「工

事」という。）の許可を受けようとする者は、許可申請書に省令第四条

に規定するもののほか次の各号に掲げる書類を添付しなければならな

い。 

一 工事の施行地を管轄する市町村長の工事施行についての意見書 

二 工事管理者及び主任技術者の氏名を記載した書類 

三 工事工程計画書 

四 工事完了後の土地利用計画書 

五 その他知事が必要と認める書類 
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 八 その他知事が必要と認める書類 

３ 省令第五十八条第一項第二号及び第二項第二号の規則で定める書類

は、前項第一号、第二号及び第四号から第八号までに掲げる書類とする。 

（工事着手届出書） （新設） 

第六条 法第十二条第一項又は第三十条第一項の規定による許可を受けた

工事主は、当該許可に係る工事に着手したときは、工事着手届出書（別

記様式第七号）を知事に提出しなければならない。 

 

（国等     の協議） （国又は都道府県の協議） 

第七条 国又は都道府県、地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第

二百五十二条の十九第一項の指定都市若しくは同法第二百五十二条の二

十二第一項の中核市（以下「国等」という。）は、宅地造成又は特定盛

土等に関する工事について、法第十五条第一項の協議をしようとすると

きは、宅地造成又は特定盛土等に関する工事の協議書（別記様式第八号）

に、省令第七条第一項各号（第八号及び第九号を除く。）に掲げる書類

及び第五条第二項第一号、第二号及び第四号から第八号までに掲げる書

類を添えて提出しなければならない。 

２ 国等は、土石の堆積に関する工事について、法第十五条第一項の協議

をしようとするときは、土石の堆積に関する工事の協議書（別記様式第

九号）に、省令第七条第二項各号（第六号及び第七号を除く。）に掲げ

る書類及び第五条第二項第一号、第二号及び第四号から第八号までに掲

げる書類を添えて提出しなければならない。 

３ 国等は、特定盛土等に関する工事について、法第三十四条第一項の協

議をしようとするときは、宅地造成又は特定盛土等に関する工事の協議

書（別記様式第八号）に、省令第六十三条第一項第一号に掲げる書類（省

令第七条第一項第八号及び第九号に掲げる書類を除く。）及び第五条第

二項第一号、第二号及び第四号から第八号までに掲げる書類を添えて提

出しなければならない。 

４ 国等は、土石の堆積に関する工事について、法第三十四条第一項の協

第四条 法第十一条の規定により国又は都道府県が知事と協議をしようと

するときは、協議書（別記様式第三号）に省令第四条に規定する図面を

添えて提出するものとする。 
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議をしようとするときは、土石の堆積に関する工事の協議書（別記様式

第九号）に、省令第六十三条第二項第一号に掲げる書類（省令第七条第

二項第六号及び第七号に掲げる書類を除く。）及び第五条第一号、第二

号及び第四号から第八号までに掲げる書類を添えて提出しなければなら

ない。 

（工事計画の変更許可） （新設） 

第八条 工事主は、宅地造成又は特定盛土等に関する工事について、法第

十六条第一項の許可を受けようとするときは、省令第三十七条第一項に

規定する書類のほか、工事の計画の変更に伴いその内容が変更されるも

のに係る新旧を対照した図書を添付して、知事に提出しなければならな

い。 

２ 工事主は、土石の堆積に関する工事について、法第十六条第一項の許

可を受けようとするときは、省令第三十七条第二項に規定する書類のほ

か、工事の計画の変更に伴いその内容が変更されるものに係る新旧を対

照した図書を添付して、知事に提出しなければならない。 

３ 工事主は、特定盛土等に関する工事について、法第三十五条第一項の

許可を受けようとするときは、省令第六十七条第一項に規定する書類の

ほか、工事の計画の変更に伴いその内容が変更されるものに係る新旧を

対照した図書を添付して、知事に提出しなければならない。 

４ 工事主は、土石の堆積に関する工事について、法第三十五条第一項の

許可を受けようとするときは、省令第六十七条第二項に規定する書類の

ほか、工事の計画の変更に伴いその内容が変更されるものに係る新旧を

対照した図書を添付して、知事に提出しなければならない。 

 

（軽微変更届出書） （新設） 

第九条 法第十六条第二項又は第三十五条第二項の規定による届出は、軽

微変更届出書（別記様式第十号）を提出することにより行わなければな

らない。 

 

（国等の変更協議） （新設） 
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第十条 国等は、宅地造成又は特定盛土等に関する工事について、法第十

六条第三項において準用する法第十五条第一項の規定による変更の協議

をしようとするときは、宅地造成又は特定盛土等に関する工事の変更協

議書（別記様式第十一号）に、省令第三十七条第一項に規定する書類の

ほか、工事の計画の変更に伴いその内容が変更されるものに係る新旧を

対照した図書を添付して、知事に提出しなければならない。 

２ 国等は、土石の堆積に関する工事について、法第十六条第三項におい

て準用する法第十五条第一項の規定による変更の協議をしようとすると

きは、土石の堆積に関する工事の変更協議書（別記様式第十二号）に、

省令第三十七条第二項に規定する書類のほか、工事の計画の変更に伴い

その内容が変更されるものに係る新旧を対照した図書を添付して、知事

に提出しなければならない。 

３ 国等は、特定盛土等に関する工事について、法第三十五条第三項にお

いて準用する法第三十四条第一項の規定による変更の協議をしようとす

るときは、特定盛土等に関する工事の変更協議書（別記様式第十一号）

に、省令第六十七条第一項に規定する書類のほか、工事の計画の変更に

伴いその内容が変更されるものに係る新旧を対照した図書を添付して、

知事に提出しなければならない。 

４ 国等は、土石の堆積に関する工事について、法第三十五条第三項にお

いて準用する法第三十四条第一項の規定による変更の協議をしようとす

るときは、土石の堆積に関する工事の変更協議書（別記様式第十二号）

に、省令第六十七条第二項に規定する書類のほか、工事の計画の変更に

伴いその内容が変更されるものに係る新旧を対照した図書を添付して、

知事に提出しなければならない。 

 

（定期の報告） （新設） 

第十一条 宅地造成又は特定盛土等に関する工事について、法第十九条第

一項の規定による報告は、宅地造成又は特定盛土等に関する工事の定期

報告書（別記様式第十三号）によらなければならない。 
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２ 土石の堆積に関する工事について、法第十九条第一項の規定による報

告は、土石の堆積に関する工事の定期報告書（別記様式第十四号）によ

らなければならない。 

３ 特定盛土等に関する工事について、法第三十八条第一項の規定による

報告は、宅地造成又は特定盛土等に関する工事の定期報告書（別記様式

第十三号）によらなければならない。 

４ 土石の堆積に関する工事について、法第三十八条第一項の規定による

報告は、土石の堆積に関する工事の定期報告書（別記様式第十四号）に

よらなければならない。 

（工事中止等の届出） （新設） 

第十二条 工事主等は、法第十二条第一項又は第三十条第一項の許可（法

第十五条第一項又は第三十四条第一項の規定により、法第十二条第一項

又は第三十条第一項の許可を受けたものとみなされるものを含む。）を

受けた工事を中止若しくは廃止しようとするとき又はその中止した工事

を再開しようとするときは、速やかに工事中止・廃止・再開届（別記様

式第十五号）を知事に提出しなければならない。 

 

（緊急措置） （緊急措置） 

第十三条 工事主等は、法第十二条第一項又は第三十条第一項の許可を受

けた工事について災害が発生し、又は他に危害を及ぼすおそれが生じた

場合は、直ちに必要な措置をとるとともにその旨を文書により速やかに

知事に届け出なければならない。 

第五条 造成主は、許可工事について災害が発生し又は他に危害を及ぼす

おそれが生じた場合は直ちに必要な措置をとるとともにその旨を文書に

よりすみやかに知事に届け出なければならない。 

（削除） （標識の掲示） 

 第六条 造成主は、許可工事の着手の日から完了の日までの間当該工事現

場の見やすい場所に標識（別記様式第四号）を掲示しておかなければな

らない。 

（削除） （工事の一部完了検査） 

 第七条 知事は、許可工事の一部が完了しその工事に係る宅地が次の各号

のいずれかに該当する場合において、造成主が宅地造成工事一部完了検
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査申請書（別記様式第五号）を提出したときは、当該許可工事の一部に

ついて工事の完了検査を行なうことがある。 

（削除） 一 当該宅地が分割が可能であり、かつ分割された宅地のそれぞれが独

立して使用に供し得るとき。 

（削除） 二 当該宅地を分割することによつて他の宅地の災害防止上支障がない

とき。 

（削除） ２ 知事は、前項の規定により工事の完了検査を行なつた結果法第九条第

一項の規定に適合していると認めるときは、当該許可工事に係る造成主

に対し、宅地造成工事一部検査済証（別記様式第六号）を交付する。 

（検査の申請） （新設） 

第十四条 法第十七条第一項若しくは第十八条第一項又は法第三十六条第

一項若しくは第三十七条第一項の規定により検査を申請しようとする者

は、法第十二条第一項又は第三十条第一項の許可を工区に分けて受けた

場合において、当該工区ごとに検査の申請を行わなければならない。 

 

（工事等の届出書の添付書類） （工事の届出書の添付書類） 

第十五条 省令第五十二条第一項又は第三項並びに第八十二条第一項又は

第二項の届出書には、省令に規定する図書のほか、次に掲げる書類を添

付しなければならない。 

一 工事計画断面図（構造物に係るものを含む。） 

二 知事が必要と認める書類 

第八条 省令第二十九条の届出書には、次の各号に掲げる区分に従いそれ

ぞれ当該各号に掲げる図面を添えなければならない。 

 一 法第十五条第一項の規定による届出の場合 

 イ 附近見取図 

 ロ 工事計画平面図 

 ハ 工事計画断面図（構造物に係るものを含む。） 

 二 法第十五条第二項による届出の場合 

 イ 附近見取図 

 ロ 除却する擁壁又は排水施設の位置及び詳細図 

 三 法第十五条第三項の規定による届出の場合 附近見取図 
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２ 省令第五十五条又は第八十五条の届出書には、次に掲げる書類を添付

しなければならない。 

一 位置図 

二 除却する擁壁、崖面崩壊防止施設、排水施設又は地滑り抑止ぐい等

の位置及び詳細図 

三 知事が必要と認める書類 

（新設） 

３ 省令第五十六条又は第八十六条の届出書には、次に掲げる書類を添付

しなければならない。 

一 位置図 

二 知事が必要と認める書類 

（新設） 

（証明書の交付） （新設） 

第十六条 省令第八十八条の規定により証明書の交付を求めようとする者

は、証明申請書（別記様式第十六号）を知事に提出しなければならない。 

 

（書類の提出） （書類の提出） 

第十七条 法、省令及びこの規則の規定により知事に提出する申請書、届

出書、協議書、報告書及び証明書の提出部数は、正本一通及び副本二通

とし、工事の施行地を管轄する土木事務所長に提出しなければならない。 

第九条    省令及びこの規則の規定により知事に提出する      

      書類は、正本一通  副本一通とし、工事の施行地を管轄

する土木事務所長に提出しなければならない。 

附 則 附 則 

１ この規則は、昭和四十三年二月一日から施行する。 １ この規則は、昭和四十三年二月一日から施行する。 

２ 群馬県収入証紙条例施行規則（昭和四十一年群馬県規則第十三号）の

一部を次のように改正する。 

２ 群馬県収入証紙条例施行規則（昭和四十一年群馬県規則第十三号）の

一部を次のように改正する。 

別表第一一の表手数料の項中三百七十六の次に次のように加える。 別表第一一の表手数料の項中三百七十六の次に次のように加える。 

三百七十六の二 宅地造成工事許可申請手数料 三百七十六の二 宅地造成工事許可申請手数料 

附 則（平成六年三月三十一日規則第四十四号） 附 則（平成六年三月三十一日規則第四十四号） 

この規則は、平成六年四月一日から施行する。 この規則は、平成六年四月一日から施行する。 

附 則（平成十二年三月三十一日規則第八十八号抄） 附 則（平成十二年三月三十一日規則第八十八号抄） 

（施行期日） （施行期日） 

１ この規則は、平成十二年四月一日から施行する。 １ この規則は、平成十二年四月一日から施行する。 
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改正後 改正前 

（群馬県宅地造成等規制法施行細則の一部改正に伴う経過措置） （群馬県宅地造成等規制法施行細則の一部改正に伴う経過措置） 

２ この規則の施行の際現になされている申請等の様式については、第一

条の規定による改正後の群馬県宅地造成等規制法施行細則の規定にかか

わらず、なお従前の例による。 

２ この規則の施行の際現になされている申請等の様式については、第一

条の規定による改正後の群馬県宅地造成等規制法施行細則の規定にかか

わらず、なお従前の例による。 

附 則（平成十七年三月三十一日規則第四十四号） 附 則（平成十七年三月三十一日規則第四十四号） 

この規則は、平成十七年四月一日から施行する。 この規則は、平成十七年四月一日から施行する。 

附 則（平成十八年十月十八日規則第八十九号） 附 則（平成十八年十月十八日規則第八十九号） 

この規則は、公布の日から施行する。 この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和三年三月二日規則第二十号） 附 則（令和三年三月二日規則第二十号） 

１ この規則は、令和三年四月一日から施行する。 １ この規則は、令和三年四月一日から施行する。 

２ この規則の施行の際現に提出されている協議書の様式については、改

正後の別記様式第三号の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

２ この規則の施行の際現に提出されている協議書の様式については、改

正後の別記様式第三号の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則（令和四年三月三十一日規則第三十四号） 附 則（令和四年三月三十一日規則第三十四号） 

１ この規則は、令和四年四月一日から施行する。 １ この規則は、令和四年四月一日から施行する。 

２ この規則の施行前に交付された改正前の別記様式第一号による身分証

明書は、改正後の第二条第一項の規定による身分証明書とみなす。 

２ この規則の施行前に交付された改正前の別記様式第一号による身分証

明書は、改正後の第二条第一項の規定による身分証明書とみなす。 

附 則（令和七年五月二十六日規則第○号） （新設） 

１ この規則は、公布の日から施行する。  

２ この規則の施行の際現になされている申請等の様式については、改正

後の群馬県宅地造成及び特定盛土等規制法施行細則の規定にかかわら

ず、なお従前の例による。 
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改正後 改正前 

 

 別記様式第１号 削除 

別記様式第１号 （規格Ａ４）（第３条関係） 別記様式第２号（規格Ａ４）（第２条関係） 
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改正後 改正前 

 

別記様式第２号（規格Ａ４）（第５条関係）  
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改正後 改正前 

 
別記様式第３号（規格Ａ４）（第５条関係）  
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改正後 改正前 
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改正後 改正前 

別記様式第４号（様式Ａ４）（第５条関係）  
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改正後 改正前 

別記様式第５号（規格Ａ４）（第５条関係）  
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改正後 改正前 
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改正後 改正前 

別記様式第６号（規格Ａ４）(第５条関係)  
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改正後 改正前 

別記様式第７号（規格Ａ４）（第６条関係）  
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改正後 改正前 

別記様式第８号（規格Ａ４）（第７条関係） 

 

別記様式第３号（規格Ａ４）（第４条関係） 
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改正後 改正前 
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改正後 改正前 

別記様式第９号（第７条関係） 別記様式第４号（第６条関係） 
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改正後 改正前 
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改正後 改正前 

別記様式第１０号（規格Ａ４）（第９条関係）  
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改正後 改正前 

別記様式第１１号（規格Ａ４）（第１０条関係）  
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改正後 改正前 
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改正後 改正前 

別記様式第１２号（規格Ａ４）（第１０条関係）  
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改正後 改正前 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



28/33 

改正後 改正前 

別記様式第１３号（規格Ａ４）（第１１条関係）  
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改正後 改正前 

別記様式第１４号（規格Ａ４）（第１１条関係） 
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改正後 改正前 

別記様式第１５号（規格A４）（第１２条関係） 
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改正後 改正前 

別記様式第１６号（規格Ａ４）（第１６条関係）  
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改正後 改正前 

  

 別記様式第５号（規格Ａ４）（第７条関係） 

 

 
 別記様式第６号（規格Ａ４）（第７条関係） 
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改正後 改正前 

 

 
 


